
 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜国際港都建設計画 

防災街区方針（別表） 

 

 



別表１－１  

別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 

地区名 １ 鶴見１地区 ２ 鶴見２地区 

面積 約25.7ha 約534.8ha 

イ 地区の再開発、整備の主

たる目標 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

ロ 防災街区の整備に関する

基本方針、その他の土地

利用計画の概要 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

ハ 都市施設、地区防災施設

及び地区施設の整備方針 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

ニ 建築物の更新の方針 ・不燃化推進補助・耐震改修

補助等により、老朽建築物

の除却・不燃化建替・耐震

改修を誘導し、地区の不燃

化・耐震化の促進を図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

ホ その他の特記すべき事項 ・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 



別表１－２  

 

 

３ 鶴見３地区 ４ 鶴見４地区 ５ 神奈川地区 

約96.4ha 約15.1ha 約562.7ha 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、延焼遮断帯の形成

に資する都市計画道路の整

備、建築物の不燃化・耐震

化、狭あい道路の拡幅整

備、広場・防火水槽の整備

等を進めることで、市街地

大火の延焼・発生防止、き

め細かな避難路の確保を図

る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・延焼遮断帯の形成に資する

都市計画道路、区画街路、

街区公園等の整備の促進を

図る。 

・不燃化推進補助・耐震改修

補助等により、老朽建築物

の除却・不燃化建替・耐震

改修を誘導し、地区の不燃

化・耐震化の促進を図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、延焼

遮断帯の形成に資する都市

計画道路沿道や地区の不燃

化・耐震化の促進を図る。 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域

（市街化調整区域を除く） 

・防災公共施設（都市計画道

路六角橋線）を含む 



別表１－３  

別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 

地区名 ６ 西１地区 ７ 西２地区 

面積 約48.7ha 約260.5ha 

イ 地区の再開発、整備の主

たる目標 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

ロ 防災街区の整備に関する

基本方針、その他の土地

利用計画の概要 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

ハ 都市施設、地区防災施設

及び地区施設の整備方針 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

ニ 建築物の更新の方針 ・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

ホ その他の特記すべき事項 ・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 



別表１－４  

 

 

８ 中１地区 ９ 中２地区 10 中３地区 

約9.6ha 約583.5ha 約127.8ha 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 



別表１－５  

別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 

地区名 11 南１地区 12 南２地区 

面積 約103.9ha 約100.4ha 

イ 地区の再開発、整備の主

たる目標 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

ロ 防災街区の整備に関する

基本方針、その他の土地

利用計画の概要 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

ハ 都市施設、地区防災施設

及び地区施設の整備方針 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

ニ 建築物の更新の方針 ・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

ホ その他の特記すべき事項 ・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 



別表１－６  

 

 

13 南３地区 14 保土ケ谷１地区 15 保土ケ谷２地区 

約660.7ha 約152.4ha 約193.7ha 

・住宅市街地総合整備事業等

により、延焼遮断帯の形成

に資する都市計画道路の整

備、建築物の不燃化・耐震

化、狭あい道路の拡幅整

備、広場・防火水槽の整備

等を進めることで、市街地

大火の延焼・発生防止、き

め細かな避難路の確保を図

る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・延焼遮断帯の形成に資する

都市計画道路、区画街路、

街区公園等の整備の促進を

図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、延焼

遮断帯の形成に資する都市

計画道路沿道や地区の不燃

化・耐震化の促進を図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 

・防災公共施設（都市計画道

路汐見台平戸線）を含む 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 



別表１－７  

別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 

地区名 16 磯子地区 17 金沢地区 

面積 約271.5ha 約181.5ha 

イ 地区の再開発、整備の主

たる目標 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の不燃化・

耐震化、狭あい道路の拡幅

整備、広場・防火水槽の整

備等を進めることで、市街

地大火の発生防止、きめ細

かな避難路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、延焼遮断帯の形成

に資する都市計画道路の整

備、建築物の不燃化・耐震

化、狭あい道路の拡幅整

備、広場・防火水槽の整備

等を進めることで、市街地

大火の延焼・発生防止、き

め細かな避難路の確保を図

る。 

ロ 防災街区の整備に関する

基本方針、その他の土地

利用計画の概要 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の不燃化・耐震化を進

め、災害に強い街区の形成

を図る。 

ハ 都市施設、地区防災施設

及び地区施設の整備方針 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・延焼遮断帯の形成に資する

都市計画道路、区画街路、

街区公園等の整備の促進を

図る。 

ニ 建築物の更新の方針 ・建築基準法令に基づく防火

規制や不燃化推進補助等に

より、老朽建築物の除却・

不燃化建替を誘導し、地区

の不燃化・耐震化の促進を

図る。 

・不燃化推進補助・耐震改修

補助等により、老朽建築物

の除却・不燃化建替・耐震

改修を誘導し、延焼遮断帯

の形成に資する都市計画道

路沿道や地区の不燃化・耐

震化の促進を図る。 

ホ その他の特記すべき事項 ・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の重

点対策地域及び対策地域 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・防災公共施設（都市計画道

路泥亀釜利谷線）を含む 



別表１－８  

 

 

18 港北１地区 19 港北２地区 20 港北３地区 

約79.1ha 約49.4ha 約289.4ha 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域 



別表１－９  

別表１ 防災再開発促進地区の整備又は開発の計画の概要 

地区名 21 戸塚地区 22 泉地区 

面積 約418.8ha 約262.1ha 

イ 地区の再開発、整備の主

たる目標 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

・住宅市街地総合整備事業等

により、建築物の耐震化、

狭あい道路の拡幅整備、広

場・防火水槽の整備等を進

めることで、市街地大火の

発生防止、きめ細かな避難

路の確保を図る。 

ロ 防災街区の整備に関する

基本方針、その他の土地

利用計画の概要 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

・都市基盤の整備と老朽建築

物の耐震化を進め、災害に

強い街区の形成を図る。 

ハ 都市施設、地区防災施設

及び地区施設の整備方針 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

・区画街路、街区公園等の整

備の促進を図る。 

ニ 建築物の更新の方針 ・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

・耐震改修補助等により、老

朽建築物の耐震改修を誘導

し、地区の耐震化の促進を

図る。 

ホ その他の特記すべき事項 ・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 

・「横浜市密集市街地におけ

る地震火災対策計画」の対

策地域（市街化調整区域を

除く） 



別表２－１  

別表２ 防災公共施設及び防災公共施設と一体となって延焼の拡大防止を図る建築物等の整備の

概要 

地区名 ５ 神奈川地区 13 南３地区 17 金沢地区 

イ 防災公共施設の

整備及び防災公

共施設と一体と

なって延焼の拡

大防止を図る建

築物等の整備の

方針 

・延焼範囲を分断す

る都市計画道路を

整 備 す る と と も

に、その沿道の建

築物について不燃

化の促進を図り、

延焼遮断帯を形成

することで、大規

模地震時における

延焼被害の軽減を

図る。 

・延焼範囲を分断す

る都市計画道路を

整 備 す る と と も

に、その沿道の建

築物について不燃

化の促進を図り、

延焼遮断帯を形成

することで、大規

模地震時における

延焼被害の軽減を

図る。 

・延焼範囲を分断す

る都市計画道路を

整 備 す る と と も

に、その沿道の建

築物について不燃

化の促進を図り、

延焼遮断帯を形成

することで、大規

模地震時における

延焼被害の軽減を

図る。 

ロ 整備する防災公

共施設の種類、

配置及び規模 

・都市計画道路六角

橋線 

・代表幅員 15ｍ 

・配置は附図のとお

り 

・都市計画道路汐見

台平戸線 

・代表幅員 15ｍ 

・配置は附図のとお

り 

・都市計画道路泥亀

釜利谷線 

・代表幅員 15ｍ 

・配置は附図のとお

り 

ハ その他の特記す

べき事項 
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